予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　新旅行需要喚起対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　観光課　国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内 3079）

　　　　　　　E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　7,053千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,053
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,053

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      本県を訪れる宿泊客は、東海地方の居住者が圧倒的なシェアを占めており、
宿泊客数の増加を狙うには、他地域または新たにターゲットを絞り込んだ誘

客活動が必要となる。首都圏、関西圏といった大都市圏への売り込みを強化

することに加え、新たな顧客層の発掘を目指した異なるアプローチを行い、

宿泊客層の多様化を図ることで環境変化に強い観光産業づくりに寄与する。
（２）事業内容
　　①企画提案型旅行商品造成事業　3,139千円
　　②航空機利用型誘客事業　3,914千円
　　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　広域にまたがる国内誘客を図るための施策であり、県で実施すべきもの

である。

（４）類似事業の有無　　無
　
３　事業費の積算内訳
1 企画提案型旅行商品造成事業
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,139
	旅行代理店から企画型旅行商品の提案を募集し、優れた旅行商品を選定、当該旅行商品の誘客実績に応じた助成を実施

	合計
	   3,139
	


②航空機利用型誘客事業
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,914
	大手航空キャリア又は大手宿泊サイトとタイアップした航空機を利用した九州・沖縄発の旅行商品造成及び利用者補助

	合計
	3,914
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
  岐阜県長期構想
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）　
岐阜県観光振興プラン　　

（２）後年度の財政負担
　　　単年度では事業効果が不明確であるため、継続しながら検討する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
旅行者及び旅行会社にとってのインセンティブを提供し、商品造成に繋げるとともに、即効性のある誘客を図ることで、平成29年度観光入込客数4,500万人、宿泊客数600万人を達成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,372億円
（H23）
	2,460億円
（H24）
	2,460億円
（H24）
	3,000億円
（H29）
	82.0％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,589万人

（H23）
	3,619万人

（H24）
	3,619万人

（H24）
	4,500万人

（H29）
	80.4％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  558万人

（H23）
	  583万人

（H24）
	  583万人

（H24）
	 600万人

（H29）
	97.2％



※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	消費者及び旅行会社にとってのインセンティブを提供することで旅行商品の造成を促進するとともに、即効性のある誘客を図ることができる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　事業効果に即効性はあるが、持続性がないため、継続的な取組が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　インセンティブを提供する事業は、単年度では効果が期待できないため、
継続した取り組みが必要である。



